
第３回駐車場条例検討委員会

駐車場条例におけるZEV用充電器の設置誘導について
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○充電器の種類

・電気自動車に充電するためには、専用の充電設備が必要

・充電設備は大きく普通充電器と急速充電器の2つに区分

・普通充電器は、一般家庭用電源と同じ交流電源（100Ⅴ又は200Ⅴ）を利用し充電可能で、

満充電する場合、おおよそ5時間から28時間ほど必要

・急速充電器は、急速タイプ（約50㎾）、中速タイプ（約20㎾から40㎾）の2タイプあり、

8割ほど充電する場合、おおよそ30分から60分ほど必要

・一般にZEV用充電器の耐用年数は約8年
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ZEV用充電器の概要

出典：駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン（H24.6 国土交通省）



○充電器の設置の配置の考え方

・電気自動車の充電器は、主に戸建て住宅やマンションなどプライベートな場所での利用、

公共が管理する駐車場、商業施設などのパブリックな場所での利用が考えられる

・パブリック充電施設の設置にあたっては、プライベート充電による満充電を行った自動車

の走行可能距離を前提に計画することが必要

・地方公共団体がその地域の事業者等と協力しながら自動車の主な目的地の充電施設などの

具体的な配置間隔、密度や設置する充電器の種別を検討することが必要
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ZEV用充電器の概要

出典：駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン（H24.6 国土交通省）



○電気自動車の利用実態調査結果

・国が平成23年度に実施した利用実態調査において、個人ユーザーの主な利用目的は、通勤・

通学が31％、買い物が約23％、送迎が15％の順となっており、法人ユーザーの主な利用目的は、

業務用が約80％を占めている

・外出先での充電であるパブリック充電を利用するまでの移動距離の実態は、個人では10～

20km未満で充電している回数が多く、法人では40～50km未満で充電している回数が多い
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ZEV用充電器の概要

出典：駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン（H24.6 国土交通省）



○充電器の設置台数の推移

・電気自動車用急速充電器は、2012年時点で1,154基設置

・都道府県別にみると、神奈川県に次いで、東京都にて設置数が多い

○急速充電器の設置状況

・東京都は、可住地域で10㎞四方に急速充電器が

11基以上設置されているエリアが多い
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ZEV用充電器の概要

出典：駐車場等への充電施設の設置に関するガイドライン（H24.6 国土交通省）

出典：株式会社e-Mobility Power HP



○急速充電器の設置状況（事業者ヒアリングより）

・これまで、全国で約6,000基の充電器を設置

・土地の所有者から場所を提供してもらい、土地所有者の持ち出しゼロで設置するが、

収益も出ないというスキーム（経済産業省の補助金を活用）

・まだ電気自動車が少ないので、ほとんど利用されていないところもある

・電気自動車を普及させるには、出発点、経路、目的地の３つに充電器の設置が必要

・経路の充電器設置は災害時の拠点になるコンビニや高速道路に重点的に設置していく

・目的地での充電器設置は集客効果や滞在時間の長時間化等の効果等が見込まれ、商業

施設等において自ら設置が進んでいる

・出発点の充電器設置は所有者が設置することとなるが、マンションでは共用部の電気

を使用すること等から合意形成が難しく設置が進まない
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ZEV用充電器の設置状況
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【ZEV用充電器に関する概要】（事業者ヒアリングより）

○導入費用

・急速充電器の設置費用及び工事費用：各々約200～300万円

・急速充電器の電気基本料金：出力50kW（低圧動力契約）約５万円／月（約60万円／年）

・急速充電器使用に係るネットワーク使用料：約４～５千円／月

・保守点検など維持管理に係る費用：約30万円／年

○耐用年数

・充電器の耐用年数は８年間

急速充電器は電流を交流から直流に変換するため、普通充電器に比べて寿命が短い

※メーカーで部品が生産されない等、部品の交換ができない可能性がため、耐用年数を過ぎると

充電器そのものを取り替ることが多い

ZEV用充電器設置にかかる費用等

【ZEV用充電器導入費用】

イニシャルコスト：約200～300万円（８年ごとに取り換え）

ランニングコスト：約100万円／年（充電の電気料金は含まず）

⇒充電料金だけで設置に係る費用回収するのは難しく、集客効果等の副次的効果が

見込まれないと設置が進まない

※環境局では、商業施設等におけるZEV用充電器の設備購入費、設置工事費について助成を実施

データの送受信に係る費用及び電気代について、３年間助成する方向で検討中
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○駐車施設の附置義務
・駐車場法第20条

地方公共団体は、駐車場整備地区内又は商業地域内若しくは近隣商業地域内において、延べ面積が2,000㎡以上で条例で定める
規模以上の建築物を新築し、延べ面積が当該規模以上の建築物について増築をし、又は建築物の延べ面積が当該規模以上となる
増築をしようとする者に対し、条例で、その建築物又はその建築物の敷地内に自動車の駐車のための施設（以下「駐車施設」と
いう。）を設けなければならない旨を定めることができる。（略）

・東京都駐車場条例第17条
別表第三の（い）欄に掲げる区域内において、当該区域に対応する同表の（ろ）欄に掲げる床面積が同表の（は）欄に掲げる

面積を超える建築物を新築しようとする者は、同表の（に）欄に掲げる建築物の部分の床面積をそれぞれ同表の（ほ）欄に掲げ
る面積で除して得た数値を合計して得た数値（延べ面積（自動車及び自転車の駐車の用に供する部分の床面積を除く。以下同じ
。)が6,000㎡に満たない場合においては、当該合計して得た数値に同表の（へ）欄に掲げる算式により算出して得た数値を乗じ
て得た数値（当該数値に小数点以下の端数があるときは、その端数を切り上げるものとする。）とし、当該数値が一の場合は、

二とする。）以上の台数の規模を有する駐車施設を当該建築物又は当該建築物の敷地内に附置しなければならない。ただし、次
のいずれかに該当する場合は、この限りでない。

交通の発生源である建築物の駐車需要に対応した必要最低限の駐車施設の設置を義務付け
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ZEV用充電器の設置促進

ZEVの発生源となる建築物の規模・用途等

因果関係を特定することは難しい

【ZEV用充電器の設置促進（案）】

・地域ルール適用の貢献メニューの1つとして誘導※環境局が都内のZEV充電器の設置状況を調査中

【ZEV用充電器の設置義務化の課題】

・特定の規模、用途について発生源の特定は困難

・充電器設置後は年約100万円のコスト負担が必要

・区分所有建物は共用部利用の合意形成が困難?



ZEV用充電器の設置促進の取組事例（港区）
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○港区の地域ルールでは、駐車施設の附置の対象となる開発・建築を行う事業者等からの低炭素化に

資する取組の提案に基づき、地域ルールの適用可否を決定

○低炭素化に資する取組の中に、自動車による環境負荷の抑制として、EV充電器の設置を含めている

出典：駐車場地域ルールの概要（パンフレット）（港区）

地域ルールの地域貢献策の取組の1つとして、「ZEV用充電器の設置」を追加し、

ZEV用充電器の設置促進を誘導する



ZEV用充電器の設置促進の取組事例（国外）
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○米国においては、電力会社や公益事業会社による充電器設置に係る助成、無償提供や低金利融資、

所得税控除、EV 導入やインフラ設置の促進のためにコーチングサービスなどを実施

○欧州においては、EV 優遇措置の取組に対する駐車場への助成（デンマーク）、国内に約2,000基

の充電器を無償設置（アイルランド）、企業に対して法人税減税（イギリス）などを実施

出典：2019年度クリーンエネルギー自動車普及に関する調査報告書
（次世代自動車振興センター 2020年3月）

国外において、誘導策の取組により、ZEV用充電器の設置促進に取り組んでいる



ZEV用充電器の活用促進
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○これまでに急速充電器の設置は一定程度進んでいるものの、ほとんど利用されていない充電器も

存在しており、既設の充電器のさらなる活用促進が必要

○現在、ZEV用充電器利用者が充電スポットの位置や満空情報などを検索できるスマートフォンの

アプリが存在

出典：電動車両サポート（三菱自動車） 出典：全国EV・PHV充電まっぷ（TOYOTA Connected）

全国のNCS充電スポット
の空き状況を確認できる

ZEV用充電器の設置促進と合わせて、充電スポットの満空情報の共有化等を進める

ことにより、既設の充電器の利用を促進


